













































































































目の拡大 　４．紹介状の電子化 　５．病院⇔診療所間の双方向性の拡大 　６．介護
事業所への展開 　７．近県(EHR)との相互接続　等が求められる。【結語】引続きICT
の適切な活用により、誰もが最適な医療介護サービスを受けられる体制整備に尽力し
ていきたい。
O-2-51　
吾妻地域におけるアドバンス・ケア・プランニン
グの取り組み
原町赤十字病院　看護部1）、原町赤十字病院　医療社会事業課2）、
原町赤十字病院　外科3）
◯剣
けんもち
持　る
る み
美1）、矢嶋美恵子1）、狩野　道子1）、加藤　裕美1）、
柳沢ちぐさ1）、松井　加奈1）、金子　美智2）、内田　信之3）
【はじめに】原町赤十字病院は群馬県北西部の山間に位置する吾妻地域の中核病院で
ある。高齢化、過疎化が進むこの地域で、人々が最期まで尊厳をもって生きるため
に、アドバンス・ケア・プランニング（ACP）の実践が必要であると考える。そして、
ACPを行っていく上で「本人と家族」を支える医療者たちには、コミュニケーション
能力や意思決定支援の力が求められている。今回取り組みの第一歩として、当院の職
員が中心となり、地域の医療・介護に携わる方々を対象にACPの実践能力を高めるた
めの研修会を行ったので報告する。【方法及び結果】吾妻地域の介護施設数か所を事前
訪問し、ACPに対する認識や施設での看取りの現状など情報収集したことを参考にし
つつ、一日研修のプログラムを作成した。内容は「ACPの概念」「意思決定支援」「コ
ミュニケーション」「ロールプレイ」等で、当院の専門・認定看護師が講師となり、平
成28年11月と平成29年3月の2回開催した。11月は「情報交換会」、2月には倫理原則
を用いて意思決定支援を考える「事例検討会」も実施した。参加者は診療所医師、看
護職、介護支援専門員、介護福祉士等34名であった。アンケート結果より、内容は概
ね理解されたようであったが、「意思決定支援」「倫理原則を用いた事例検討」につい
ては職種により理解度に違いがあることがわかった。全体を通して、「情報交換会は有
効だ」、「ACPは人生の最期の時をその人らしく迎えるために必要な支援である」とい
う意見が多く聞かれた。【結語】研修結果より、ACPの重要性が確認できた。今後も、
吾妻地域で原町赤十字病院が率先してACP推進活動を継続し、地域に貢献していきた
い。
O-2-50　
地域連携に関する活動報告〜当センター助産師の
取り組み〜
日本赤十字社和歌山医療センター　看護部
◯慈
じこう
幸　奈
な み
美、小谷　悦子
【はじめに】社会環境の変化に伴い、核家族化や夫婦共働き、母子家庭が増加し、地域
社会とのつながりも薄れてきている。また親世代が共働きであるので里帰りできない
妊産褥婦も増加してきている。厚生労働省では「健やか親子21（第二次）」が勧められ、
すべての子どもが健やかに育つ社会を目指している。妊娠中から産後まで関係者が連
携して親子を支えるためには、母親に対して妊娠・出産・産後の時期は継続したケア
を受けられるという安心感や認められ大切にされるという安心感を持てることが必要
である。今回、妊娠中から継続支援が必要な妊婦に対して、病棟助産師が関わり地域
連携に繋げている取り組みと今後の課題について報告する。【取り組み】１．『継続支
援が必要な妊婦チェックリスト』を用いて抽出を行う。２．妊娠中から『継続支援が
必要な妊婦』を病棟助産師が受け持ち、カンファレンスを実施。３．社会福祉士、地
域保健師、児童相談所、子ども総合支援センター等との連携を図り面談等の実施。４．
地域母子保健事業の紹介。５．退院時に褥婦全例に対して『エジンバラ産後うつ自己
調査問診票』を用いてメンタルチェックを行う。６．退院後は助産師外来でフォロー
の実施。７．退院サマリーを送付して地域保健センターに情報提供と連携を図っている。
【今後の課題】心の問題や精神疾患を抱えているケースや、育児不安が強く、児への接
し方や育児技術習得に自信がもてないまま退院するケ—スが増加している印象がある。
このように地域連携が必要なケースは現在の社会状況より、ますます増加していくと
考えられる。現在の受け持ち助産師制度が十分に機能し、経過観察を必要とした妊婦
へのフォロー体制を整え、切れ目のない支援に繋ぐことができる体制の強化を行うこ
とが今後の課題と考える。
